
先進湿式法再処理 簡素化ペレット法燃料製造

燃料サイクルシステムに関する２０１５年までの技術開発課題
（先進湿式法再処理＋簡素化ペレット法燃料製造）

①解体・せん断
機械式切断解体と短尺せん断

③晶析技術開発
Uの 70 % 回収とスケール
アップ

②溶解
高重金属濃度溶解のための
速度向上

④共除染・逆抽出
U・Pu・Npの共回収とスケー
ルアップ

⑤MA回収技術開発
抽出クロマトグラフィの原理
確認とスケールアップ

⑦次世代再処理プラント
軽水炉再処理を含む移行期検討

⑨脱硝・転換・造粒技術
一括プロセスの最適化

⑩成型技術
潤滑剤混合の撤廃、大量処理

⑫燃料物性評価
物性データの燃料設計・製
造への反映

⑬システム開発（遠隔）
遠隔モジュールと異常診断

⑭TRU燃料取扱い技術
燃料発熱影響

⑧工学規模ホット試験(再処理、燃料製造)
実証試験の着実な準備

⑥廃液の二極化
低レベル廃液固化処理の削
除

⑪焼結技術
低 O/M 比の高密度ペレット
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燃料サイクルシステムの2015年までの研究開発計画

革新技術の採否の判断

各課題の主要なチェックポイント

コールド試験

ホット試験

ウラン試験
MOX試験

目的 2010 2015

－

プロセス開発 －

機器開発
従来型Ｐｕｒｅｘ
ベース技術

プロセス開発 従来技術

従来技術

機器開発

項目

簡素化ペレット法製造シス
テムの技術確認、
実用化の見通し判断

実用機器の性能（量産
性、遠隔保守等）
の確認、実用化の見通し
判断

－

－
・技術の総合実証
　実証試験：
 　～10kg/h＝50ｔ/ｙ相当

・処理速度や除染性能など
　機器性能を確認するため
　の機器概念の構築

　実用化が見通せる規模の
　機器の設計・製作・試験

代替技術

従来型Ｐｕｒｅｘ
ベース技術

従来型Ｐｕｒｅｘ
ベース技術

－

・操業条件最適化のための
小規模ホット試験 （CPF）

・低除染ＭＡ含有ＭＯＸ
　ペレット製造実証

・製造プロセス開発

枢要プロセス試験結果に
基づく溶解・晶析・共除
染・逆抽出の実用化の見
通し判断

・実用化が見通せる規模の
　遠隔保守補修、量産性
　確認

　評価・判断のポイント

晶析技術の実用化の見通
し評価
枢要プロセス試験装置の
設計への反映

実用機器の性能（処理速
度、除染性能等）
の確認、実用化の見通し
判断

高除染体系
でのグローブ
ボックス内製造
システム

簡素化ペレット法の原理
的成立性の確認、
実用化の見通し判断

－

・スケールアップの影響等
　確認のための
　枢要プロセス試験

　小規模ホット試験の
  10～100倍程度の規模：
　　～1kg/h＝5ｔ/ｙ相当

簡
素
化
ペ
レ
ッ
ト

先
進
湿
式主

概
念

小規模ホット試験結果に
基づく溶解・晶析・共除
染・逆抽出の操業条件提
示、実用化の見通し判断

小規模ホット試験結果等
を踏まえた枢要プロセス
試験の施設整備開始の判
断

設計研究
・実用サイクル施設の
概念構築

主要工程の機器の製作、機器性能試験

ＭＡ含有ＭＯＸ原料等を用いた簡素化ペレット法の
小規模実証（セル内orグローブボックス）

機器製作

・せん断や晶析の条件（粉体化率、温度、等）と整合した
　溶解速度の確認
・晶析工程の除染係数確認および結晶洗浄効果の確認
・晶析条件と整合した共除染／逆抽出データ拡充
・ＭＡ回収工程の原理確認

遠隔保守補修概念検討／詳細設計

1

5

1

8

解体、せん断、溶解、晶析、共除染・逆抽出、ＭＡ回収等
主要工程の試験用機器設計 （試作・試験も含む）

簡素化ペレット法による照射燃料製造（技術確認）
脱硝転換・ダイ潤滑成型・焼結等、簡素化
ﾍﾟﾚｯﾄ製造小規模ｼｽﾃﾑの設計・製作

5

簡素化ペレット
試作試験

遠隔製造・量産試験

8

概念設計研究 最適化設計研究

許認可 施設整備
晶析、共除染・逆抽出、MA回
収に関する枢要プロセス試験

（～1kg/h）

3

概念検討 詳細設計

4

4

33

設計支援データ、試験条件

設計支援データ、試験条件

試験条件必要に応じて
許認可支援

試験条件

設計支援データ、試験条件
試験条件

試験条件

計画案の提示

実用化プラントの仕様
および目標性能

2

7

6

2

6

7

従来型ペレッ
ト法ベース
技術

・超臨界直接抽出法の抽出性能の確認

簡素化ペレット法の
小規模実証

従来型ペレッ
ト法ベース
技術
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ＦＢＲサイクル技術の研究開発推進体制ＦＢＲサイクル技術の研究開発推進体制

文 部 科 学 省
（研究開発推進統括）

内閣府（原子力委員会）内閣府（総合科学技術会議）

経 済 産 業 省

日本原子力研究開発機構
（研究開発主体・設計統括）

大 学 メーカー

電 気 事 業 者

他研究機関

国際協力
（米・仏など）

連連 絡絡 ・・ 調調 整整

連連 携携 ・・ 協協 力力

文部科学省 経済産業省

日本原子力
研究開発機構

電気事業者 メーカー

《《ＦＢＲサイクル実用化推進協議会（仮称）ＦＢＲサイクル実用化推進協議会（仮称）》》

基本的方向性基本的方向性

ＦＢＲサイクル技術研究開発の早期・
円滑な実証・実用化段階への移行を
目指して協議・連携

評価・方針・予算評価・方針・予算
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原子力機構のＦＢＲサイクル技術研究開発推進体制
別紙１７

FBRサイクル技術開発本部

企画調整 設計統括 原子炉システム開発 サイクルシステム開発

日本原子力研究開発機構（開発主体）
（電気事業者も開発体制に参画）

（
大
洗
研
究
開
発
セ
ン
タ
ー
）

常
陽
、
技
術
開
発
部
等

（
東
海
研
究
開
発
セ
ン
タ
ー
）

プ
ル
ト
ニ
ウ
ム
燃
料
開
発
セ
ン
タ
ー

（
敦
賀
本
部
）

FB
R

開
発
セ
ン
タ
ー

（次世代原子力システム研究開発部門を中核として強化再編する予定）

連携・協力

基礎工学部門等

経営企画部等

設計目標設定
開発計画策定
設計及び調整
燃料開発計画
燃料供給計画
エネルギー評価
他

FBRプラントシステムに
係る要素技術研究開発
機器構造開発
材料開発
炉心燃料開発
他

サイクルシステムに係る
要素技術研究開発
再処理技術開発
燃料製造技術開発
ホット工学試験施設
他

開発本部の運営、
企画調整
施設運用計画
MOX輸送

メ
ー
カ
ー
等

研
究
機
関
（
国
内
外
）
等

委託研究、
共同研究等

本部長： 殿塚猷一 理事長
プロジェクトリーダー： 向和夫 次世代原子力システム研究開発部門長

文部科学省
（研究開発推進総括）
文部科学省

（研究開発推進総括）

外
部
評
価
委
員
会

評価

評価・方針・予算評価・方針・予算



高速増殖炉サイクルの開発を進める国との協力の現状

プラントシステム
設計研究

要素技術開発

機器開発
情報交換

基礎・基盤研究開発

革新技術開発

共通課題研究開発

日韓協力

日中協力

実用化戦略調査研究

多国間協力

二国間協力

日カザフスタン協力

日露協力

日米仏 3 国間協力

： 成果の流れ (反映先)

JNC-CEA先進技術協力

GEN-IV プロジェクト

I-NERI プロジェクト

JCC 協力
他国との協
力
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① 米国における原子力発電の拡大 ② 放射性廃棄物の低減

③ 核拡散抵抗性の高いリサイクル技術の実証 ④ 先進燃焼炉(ABR)の開発
⑤ 燃料供給サービスの確立 ⑥ 輸出可能な小型炉の開発

⑦ 先進的保障措置技術の開発

米国は、本構想の下で、放射性廃棄物を減量し、核拡散抵抗性に優れ、プルトニウムを単体

で分離しない先進的再処理技術開発を促進するとともに、こうして取り出されたプルトニウム等

を燃やすための高速炉開発を進める方針。

○ 米国と世界のエネルギー安全保障を増進する。

○ クリーンなエネルギーを世界中に広め、環境の改善を図る。

○ 核拡散リスクを低減する。

政策的目標

米国の国内政策の方針

ＧＮＥＰ構想の７つの構成要素

国際原子力エネルギー・パートナーシップ（ＧＮＥＰ）構想について国際原子力エネルギー・パートナーシップ（ＧＮＥＰ）構想について
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2005 2010 2015 2020 2025 2030

フランス

アメリカ

中国

インド

ロシア

第4世代炉原型炉（運開）

建設設計 運転

先進燃焼試験炉（運開）

建設設計 運転

商用1号炉（運開）

建設設計 運転

実験炉（運開）

建設 運転

建設設計 運転

商用炉（運開）原型炉（運開） 実証炉（運開）

原型炉（運開）

建設 運転

4基の商用炉（運開）

設計 運転

原型炉BN600運転中
実証炉BN800建設再開

建設

高速増殖炉サイクルに関する海外の開発計画と国際協力の進め方

我が国の技術的優位性を最大限に活用し、我が国の研究開発計画との整合性を調整するなど戦略的
に取り組む。

主概念の技術に係る協力を中心とし、主要な技術については我が国が主導的に開発を進める。

我が国の研究開発施設の利用、米国主導の国際原子力エネルギーパートナーシップ計画（GNEP） ※

の場を活用した技術開発や実証の実施、これによる日本側の研究開発資源の節約や開発期間の短縮
などの可能性を追求する。

知的所有権の確保には留意する。

１．我が国の再処理及びMOX燃料製造技術
に基づく米国の核燃料サイクル施設の
共同設計活動

２．「常陽」、「もんじゅ」を活用した共同燃料
開発

３．原子炉をコンパクト化する構造材料の共
同開発

４．ナトリウム冷却炉用主要大型機器（蒸気
発生器）の共同開発

５．我が国の経験に基づく核燃料サイクル
施設等への保障措置概念の共同構築

米国GNEP計画へ対応
－５つの研究開発協力課題－

※ＧＮＥＰ：核兵器に転用しにくい新型燃料や、放射性廃棄
物の量を減らせる新型炉の開発、米国での使用
済み核燃料の再処理再開、一定の条件を満たし
た発展途上国への燃料供給を目指す構想
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原子力関係学科の卒業生数

○ 大学において、名称に「原子力」を冠する学科は減少してきているが、原子力に

関する学問の進展に伴い、関連する教育研究の領域が様々な分野に拡大して

いることを踏まえて、「量子エネルギー工学科」「エネルギー科学科」等の名称で、

従来の原子力分野を含むより幅広い分野で原子力に関する教育研究が実施さ

れている。

学部生

修士課程

博士課程

0

500

1000

1500

2000

2500

H１３ H１４ H１５ H１６ H１７

原子力関係学科卒業生数の推移

別紙２１



大学の原子力関係学科・専攻等（平成１７年度）

核融合科学専攻

素粒子原子核専攻

原子核工学科

原子力･エネルギー安全工学専攻

原子力国際専攻・原子力専攻（専門職大学院）

原子力技術応用工学科

物理科学研究科

高エネルギー加速器科学研究科

工学研究科

工学研究科

工学研究科

工学部

総合研究大学院大学

京都大学

福井大学

東京大学

福井工業大学

大学院

学 部

① 「原子力」「原子核」「核融合」を含む名称の学科を持つ大学

応用理学専攻工学研究科東海大学

環境エネルギー工学科・エネルギー量子工学専攻工学研究科武蔵工業大学

原子力･エネルギー安全工学専攻工学研究科福井大学

創造エネルギー専攻総合理工学研究科東京工業大学

システム量子工学専攻工学部東京大学

量子エネルギー工学専攻工学研究科東北大学

応用粒子線科学専攻理工学研究科茨城大学

エネルギー工学専攻工学部応用理学科東海大学

エネルギー科学科工学部九州大学

電子情報エネルギー工学科工学部大阪大学

物理工学科工学部京都大学

物理工学科工学部名古屋大学

システム創成学科工学部東京大学

大学院 エネルギー環境システム専攻工学研究科北海道大学

エネルギー量子工学専攻

量子工学専攻・エネルギー工学専攻

エネルギー環境科学専攻

応用理工学科

工学部

工学研究科

工学研究科

工学部

九州大学

名古屋大学

宇都宮大学

北海道大学学 部

② 「原子力」等の名称以外の学科で原子力に関する教育を行っている大学の例
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近年設置された原子力関係学科の例

○平成１６年度
• 福井大学 工学研究科原子力･エネルギー安全工学専攻

（大学院）
• 茨城大学 理工学研究科応用粒子線科学専攻（大学院）

○平成１７年度
• 東京大学 工学系研究科原子力国際専攻（大学院）

工学系研究科原子力専攻（専門職大学院）
• 福井工業大学 工学部原子力技術応用工学科（学部）

○また、武蔵工業大学においても、原子力の専門学科の新設
を予定
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革新炉工学理工学研究科 原子核工学専攻

構造エネルギー工学システム情報工学研究科 構造エネルギー工学専攻

理学研究科東邦大学

東京工業大学 総合理工学研究科

細胞動態学

放射エネルギー物性論・作用論・様態論自然科学研究科

生物エネルギー様式論

千葉大学

深部地質環境科学自然科学研究科 物質科学専攻金沢大学

バックエンド工学理工学研究科 原子核工学専攻東京工業大学

プラントシステム安全工学工学研究科（独立専攻） 原子力・エネルギー安全工学専攻福井大学

生物学専攻

エネルギー創造

放射線防御機能講座医学薬学教育部（医学薬学府）及び大学院医学研究部（研究院）

放射線医学総合研究所

物理学専攻理学研究科及び基礎工学研究科東京理科大学

生物分子科学専攻

物理学専攻

日本原子力研究開発機構

講座研究科・専攻大学

光量子科学理学研究科 物理学専攻京都産業大学

数理光量子化学自然科学研究科 数理電子科学専攻岡山大学

生体機能解析学医学系研究科 医科学専攻 代謝機能制御系

環境保全化学工学研究科 応用科学専攻／物質工学専攻

先端機能材料工学研究科 材料工学専攻／物質工学専攻

群馬大学

表面界面物性学理学研究科 物質科学専攻 物質構造制御学部門
兵庫県立大学
（姫路工業大学）

応用エネルギー科学工学研究科 エネルギー環境科学専攻宇都宮大学

基礎原子力科学理工学研究科 応用粒子線科学専攻

放射線科学理工学研究科 地球生命環境科学専攻／宇宙地球システム科学専攻

動力エネルギーシステム理工学研究科 機械工学専攻／生産科学専攻

茨城大学

アクチノイド物理学、加速器科学理学研究科 物理学専攻

重元素化学理学研究科 化学専攻
東北大学

核融合、レーザー科学総合理工学研究科 創造エネルギー専攻
東京工業大学

原子核加速器物理、核融合・プラズマ物理数理物質科学研究科 物理学専攻
筑波大学

日本原子力研究開発機構などの協力による連携大学院制度

○ 原子力関係法人との連携大学院制度により、法人の施設・設備や人的資源を活用し、教
育研究内容の豊富化・学際化、研究者との交流の促進、大学院教育の活性化等を図る
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世界及び日本における天然ウラン累積需要量の予測

(万tonU)
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（新計画策定会議（第8回）資料第3号
「核燃料サイクル諸量の分析について（改訂版）」より）
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軽水炉ワンススルー

在来型資源量
注）

(1440万ﾄﾝU)

在来型既知資源量
注）

(460万ﾄﾝU)

軽水炉ワンススルー
（WEC-Bケース：中間ケース）

（WEC-C2ケース：環境主導ｹｰｽ）

2080年頃
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中頃

注）在来型資源量、在来型既知資源量はレッドブック2003
より。また在来型資源量＝在来型既知資源量＋在来型
未発見資源である。

西暦（年） 西暦（年）

世界の天然ウラン累積需要量 日本の天然ウラン累積需要量
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高レベル放射性廃棄物量の削減と放射能による潜在的影響の低減

＊＊）高レベル放射性廃棄物と人間との間の障壁は考慮されておら
ず、高レベル放射性廃棄物の実際の危険性ではなく、潜在的
な有害度を示している。使用済燃料の1年目の潜在的影響を1
とした相対値。
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ガラス固化体（高速増殖炉サイクル
回収率：Pu99.9%、U99.9%、MA99.9%）
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同じ量の発電に必要な天然ウランの
放射能による潜在的な影響（最大値）
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10-8

＊）処分場利用可能年数(年)
原子力発電設備58GWeとして、各処理技術を適用した場合に、ガラス
固化体4万本処分可能な処分場を満杯にするのに要する期間を示す。
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・発熱FP除去などによる
固化体FP含有率の向上
・白金族FP除去によるガ
ラス溶融炉の負担軽減

FBRの高熱効率とMA除
去による固化体生成時
の発熱制限の緩和

LWR
六ヶ所再処理

FBR
MAリサイクル

FBR
MAリサイクル
＋FP分離

単位エネルギー当たりのガラス固化体発生本数 高レベル廃棄物放射能の潜在的影響の減衰

ガラス固化体（軽水炉最新再処理技術
回収率：Pu99.5%、U99.6%）
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